
賃 貸 借 契 約 書（案） 

 
１ 件   名     乗用自動車の賃貸借 
 
２ 車種・数量   別紙仕様書のとおり 
 
３ 契 約 金 額     総額 金            円  

（うち、消費税相当額  円） 
                 内訳は別紙契約金額一覧表のとおり 
 
４ 履 行 期 間    別紙仕様書のとおり 
 
５ 借 入 場 所     別紙仕様書のとおり 
 
６ 契約保証金     免除 
 
 上記契約件名（以下「業務」という。）について、支出負担行為担当官北海道農政事務所

長 福島 一（以下「甲」という。）は、            （以下「乙」という。）

との間において、上記各項及び次の契約条項により契約を締結し、信義に従って誠実にこれ

を履行するものとする。 

 

 この契約締結の証として、本書２通を作成し、甲及び乙が各１通を保有する。 

 

令和  年  月  日 

 

                  甲  北海道札幌市中央区南 22 条西６丁目２番 22 号 

           エムズ南 22 条ビル第２ビル 

           支出負担行為担当官 

            北海道農政事務所長 福島 一 

 

 
                  乙   
 
 
 



契 約 条 項 
 
（総則） 

第１条  乙は、この契約の定めるところにより甲に乗用自動車（以下「自動車という」。）

を賃貸（リース）し、甲はこれを賃借するものとする。 

 

（料金の請求及び支払） 

第２条  賃貸に対する料金は、契約期間開始日から発生するものとし、中途解約の場合には

解約日までの月数に応じて計算するものとする。 

２  賃貸料金は、第 14 条に定める検査に合格したとき、所定の手続きにより毎月分を翌月に

乙が速やかに甲に支払請求書を提出して請求するものとする。 

３ 甲は、適法な支払請求書を受理した日から 30 日以内に乙に対し支払をするものとする。 

４ 甲が同条第３項の約定期間内に契約金額を乙に支払わない場合は、約定期間満了の日の

翌日から支払いをする日までの日数に応じ、契約金額に対し、政府契約の支払遅延に対す

る遅延利息の率を定める告示により財務大臣が決定する率を乗じて計算した金額を遅延利

息として乙に支払わなければならない。ただし、約定期間内に支払わないことが、天災地

変等甲の責に帰すことのできない事由によるときは、当該事由の継続する期間は、遅延利

息の算定日数に算入しないものとする。 

 

（費用の負担とリ－ス料金変更） 

第３条 自動車の管理、使用に生じる費用の負担は契約どおりとする。 

２ 自動車に対する公租、公課、自動車損害賠償責任保険料、その他リ－ス料を構成する諸

原価に著しく変動があったときは、甲・乙協議のうえ変更するものとする。 

 

（自動車の保管） 

第４条  甲は、自動車を善良な管理者の注意をもって保管するものとする。 

 

（原状変更） 

第５条  甲は、乙の書面による承諾を得なければ、自動車の原状及び用途の変更を行うこと

ができない。 

 

（譲渡等の禁止） 

第６条  甲は、この契約による権利を他に譲渡したり、自動車を転貸したり、担保にいれた

り、その他乙の所有権を侵害し又はその恐れのある一切の行為をしてはならないものとす

る。 

 

（安全運転） 

第７条  甲は、乙の指示の有無に関わらず日常の始業点検を励行し、自動車の運転について

安全運転に努め法令及び規則を遵守する。 

 

（メンテナンスサービス） 

第８条  乙は、仕様書に掲げるメンテナンスサービス（車両自体の通常の消耗部品の交換補

給を含む）を行う。 

２ 前項の自動車の整備及び修理は、原則として乙の整備工場（乙が委託した第三者の整備

工場を含む。）において実施するが、緊急の場合その他やむを得ず他で整備又は修理をす

る場合、甲は事前に乙の了解を得てこれを行うことができるものとする。 



３ 前一項の規定に関わらず、次の場合の修理費等は甲の負担とする。 

 ア 甲の故意若しくは重大な過失に起因する修理等の費用 

  イ  第 11 条による自動車の保険で補填されない修理等の費用 

     （自動車保険の支払対象外及び免責金額、保険金額を超過した費用等） 

 ウ 甲が乙の承認なしに他で独自に修理した費用 

 

（代車について） 

第９条 乙は、前条に基づく整備及び一般修理の期間において、原則として甲に代車を貸与

しないものとする。 

 

（事故処理） 

第 10 条  自動車それ自体又は使用管理によって事故が発生したときは、甲は、その責任にお

いて、法令の定める諸手続きに従って事故の解決を図るものとする。 

２ 乙は、甲の要請があったときは、事故に関する諸手続き及びその解決に積極的に協力を

行う。 

３  甲は、事故が発生したときは、速やかに乙に事故報告を行う。 

 

（自動車の滅失毀損による解約） 

第 11 条 自動車が滅失（修理不能を含む。）し又は甲が、その占有を失ったときは、甲は、

催告なしでその自動車についてのリ－ス契約を終了させることができるものとする。 

２ 前項によってリ－ス契約が終了した場合、甲は、リ－ス期間の残リ－スと、期間満了時

の自動車簿価の合計額を乙に支払うものとする。 

３  乙が、第１項の事由により自動車の保険金の支払を受けたとき又は保険料その他の返還

を受けたときは、乙の受領金額の限度で甲は前項の支払義務を免除される。ただし、甲に

故意又重大な過失があった場合はこの限りでない。 

 

（重要事項の通知） 

第 12 条  甲に次の事項が発生したときは、甲は、直ちに乙にこれを通知する。 

 ア  盗難・詐欺・火災その他の事由により、自動車の占有を失ったとき。 

  イ  甲の住所及び代表者の変更があったとき。 

 

（契約違反による解約） 

第 13 条  甲がこの契約の各条項に違反し、この契約の存続が困難であると乙が認定したとき

は、甲に通知することにより、本契約を終了することができる。 

 

（検査） 

第 14 条 乙は、毎月分の賃貸借を完了したときは、その旨を書面により甲に通知し、甲が命

じた検査のための職員の検査を受けなければならない。 

２ 甲は、乙から前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から 10 日以内に検

査を行わなければならない。 

 

（自動車の返還） 

第 15 条  賃貸期間が満了又は第 13 条により本契約を終了したときは、自動車を乙に返還す

るものとし、甲は、乙の指示に従って返還する。 

２  自動車が返還されるとき、車両若しくはその付属品に通常の使用による損耗以上の損害

があったときは、その損害を甲は乙に賠償するものとする。 



３  甲が自動車の返還を怠ったときは、乙は自動車の所在場所から任意に引揚げることがで

きるものとする。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第 16 条 乙は、この契約により生ずる権利又は義務を書面による甲の承諾を得ずに第三者に

譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、信用保証協会法（昭和 28 年法律第 196 号）

に基づき設立された信用保証協会、資産の流動化に関する法律（平成 10 年法律第 105 号）

第２条第３項に規定する特定目的会社、信託業法（平成 16 年法律第 154 号）第２条第２項

に規定する信託会社又は中小企業信用保険法施行令（昭和 25 年政令第 350 号）第１条の３

に規定する金融機関に対して売掛債権を譲渡する場合にあっては、この限りではない。 

２ 乙がこの契約により行うこととされたすべての給付を完了する前に、前項ただし書に基

づいて売掛債権の譲渡を行い、甲に対して民法（明治 29 年法律第 89 号）第 467 条又は動

産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（平成 10 年法律第 104

号。以下「債権譲渡特例法」という。）第４条第２項に規定する通知又は承諾の依頼を行

った場合、甲は次の各号に掲げる事項を主張する権利を保留し又は次の各号に掲げる異議

を留めるものとする。 

 (1) 甲は、乙に対して有する請求債権については、譲渡対象債権金額と相殺し又は譲渡対

象債権金額を軽減する権利を保留すること。 

 (2) 乙から売掛債権を譲り受けた者（以下「譲受人」という。）は、譲渡対象債権を前項

ただし書に規定する者以外の者への譲渡又はこれへの質権の設定その他債権の帰属及び

行使を害すべきことを行わないこと。 

 (3) 甲は、乙による売掛債権の譲渡後も、乙との協議のみにより、納地の変更、契約金額

の変更その他契約内容の変更を行うことがあり、この場合、譲受人は異議を申し立てな

いものとし、当該契約の変更により、譲渡対象債権の内容に影響が及ぶ場合の対応につ

いては、もっぱら乙と譲受人の間の協議により決定されなければならないこと。 

３ 前項の場合において、譲受人が甲に対して債権譲渡特例法第４条第２項に規定する通知

又は民法第 467 条若しくは同項に規定する承諾の依頼を行った場合についても同様とす

る。 

４ 第１項ただし書に基づいて乙が第三者に売掛債権の譲渡を行った場合においては、甲が

行う弁済の効力は、甲が予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 42 条の２に基

づき、センター支出官に対して支出の決定の通知を行った時点で生ずるものとする。 

 

（談合等の不正行為に係る解除） 

第 17 条 甲は、この契約に関し、乙が次の各号の一に該当するときは、契約の全部又は一部

を解除することができる。 

(1) 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第７条又は第８条

の２（同法第８条第１号又は第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排除

措置命令を行ったとき、同法第７条の２第１項（同法第８条の３において読み替えて準

用する場合を含む。）の規定による課徴金納付命令を行ったとき又は同法第７条の２第

18 項若しくは第 21 項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

(2) 乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人にあっては、その役員又は使用人を含

む。）が刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の３若しくは第 198 条又は独占禁止法第

89 条第１項若しくは第 95 条第１項第１号の規定による刑の容疑により公訴を提起され

たとき。 

２ 乙は、この契約に関して、乙又は乙の代理人が前項各号に該当した場合には、速やかに、



当該処分等に係る関係書類を甲に提出しなければならない。 

  

（談合等の不正行為に係る違約金） 

第 18 条 乙は、この契約に関し、次の各号の一に該当するときは、甲が前条により契約の全

部又は一部を解除するか否かにかかわらず、契約金額の 100 分の 10 に相当する額を違約金

として甲が指定する期日までに支払わなければならない。 

(1) 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条又は第８条の２（同

法第８条第１号又は第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排除措置命令

を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

(2) 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の２第１項（同法第

８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金納付命令を行

い、当該納付命令が確定したとき。 

(3) 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の２第 18 項又は第

21 項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

(4) 乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人にあっては、その役員又は使用人を含

む。）に係る刑法第 96 条の３若しくは第 198 条又は独占禁止法第 89 条第１項若しくは

第 95 条第１項第１号の規定による刑が確定したとき。 

２ 乙は、前項第４号に規定する場合に該当し、かつ次の各号の一に該当するときは、前項

の契約金額の 100 分の 10 に相当する額のほか、契約金額の 100 分の５に相当する額を違約

金として甲が指定する期日までに支払わなければならない。 

(1) 前項第２号に規定する確定した納付命令について、独占禁止法第７条の２第７項の規

定の適用があるとき。 

(2) 前項第４号に規定する刑に係る確定判決において、乙又は乙の代理人（乙又は乙の代

理人が法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）が違反行為の首謀者であること

が明らかになったとき。 

(3) 乙が甲に対し、独占禁止法等に抵触する行為を行っていない旨の誓約書を提出してい

るとき。 

３ 乙は、契約の履行を理由として、前２項の違約金を免れることができない。 

４ 第１項及び第２項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合に

おいて、甲がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

（相殺又は徴収） 

第 19 条 甲は、乙に対し、この契約に基づく違約金等があるときは、乙に支払うべき契約代

金と相殺し又は別に徴収できるものとする。 

 

（協議） 

第 20 条  甲・乙双方は、信義をもって誠実にこの契約を履行するものとし、本契約に疑義が

生じた場合には、甲・乙双方が信義誠実の原則に従って協議して解決を図る。 



別紙 契約金額一覧表

車両 種類 借入場所 令和６年４月 令和６年５月 令和６年６月 令和６年７月 令和６年８月 令和６年９月 計

1 乗用自動車 セダンタイプ 北海道農政事務所本所

2 乗用自動車 コンパクトカー 北海道農政事務所白石庁舎

3 乗用自動車 コンパクトカー 北海道農政事務所函館地域拠点

4 乗用自動車 コンパクトカー 北海道農政事務所旭川地域拠点

5 乗用自動車 コンパクトカー 北海道農政事務所釧路地域拠点

6 乗用自動車 コンパクトカー 北海道農政事務所帯広地域拠点

7 乗用自動車 コンパクトカー 北海道農政事務所北見地域拠点

小計

消費税

合計


